
 　 　（単位：千円）

 　 資      産      の      部    負      債      の      部

 　科        　 目      金       額 　 科          目      金       額

8,637,355 2,193,185

   6,563,898    245,283

   438,267    765,697

 372,002 10,131

 669,993 677,114

 11,099 6,589

 8,479 472,558

9 14,333

10,678 1,477

567,435 5,194,708

 △ 4,510  275,000

45,710,889  4,901,650

43,830,440  18,058

 14,237,858 　　 7,387,894

 193,838   純    資　　産　   の    部

  59,576 46,951,315

　  6,759 　 100,000

 50,305 　 6,618,722

29,282,102 　　 4,947,500

1,092,058 　　 1,671,222

1,083,740 40,905,460

 4,597 　 576,300

 3,720 　　 40,329,160

　 788,390 　 36,400,000

 206,756 　　 3,929,160

　 　 71,250 △ 672,867

227,079 評価･換算差額等 9,034

 3,910 その他有価証券評価差額金 4,155

 279,393 　 

143,109  

△ 143,109 　 46,960,350  

資産合計 54,348,244 54,348,244  

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  

貸 借 対 照 表
（2020年3月31日現在）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

商 品 未 払 法 人 税 等

前 渡 金 預 り 金

前 払 費 用 前 受 収 益

未 収 収 益 賞 与 引 当 金

未 収 入 金 そ の 他

そ の 他 固 定 負 債

貸 倒 引 当 金 役員退職慰労引当金

固 定 資 産 長 期 預 り 敷 金

有 形 固 定 資 産 資 産 除 去 債 務

建 物 負 債 合 計

構 築 物

機 械 及 び 装 置 株 主 資 本

車 両 運 搬 具 資 本 金

工具、器具及び備品 資 本 剰 余 金

土 地 資 本 準 備 金

無 形 固 定 資 産 その他資本剰余金

借 地 権 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア 利 益 準 備 金

電 話 加 入 権 その他利益剰余金

投資その他の資産 別 途 積 立 金

投 資 有 価 証 券 繰越利益剰余金

関 係 会 社 株 式 自 己 株 式

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

資 産 合 計 負債･純資産合計

繰 延 税 金 資 産
繰延ヘッジ損益 4,879

そ の 他

貸 倒 引 当 金 純 資 産 合 計



　 　

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1)　たな卸資産

商品 　

げの方法）

　(2)　有価証券

子会社株式及び 　

関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法

　(3)　デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）

時価法

2. 固定資産の減価償却の方法

　(1)　有形固定資産

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

２～50年

10～40年

２～17年

２～６年

  ２～15年

　(2)　無形固定資産 定額法によっております。

同一の基準によっております。

ます。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ては、定額法を採用しております。

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

個 別 注 記 表

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

定率法によっております。ただし、1998年4月1日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年



　(3)　長期前払費用 定額法によっております。

同一の基準によっております。

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　

4. 引当金の計上基準

　(1)　貸倒引当金

上しております。

　(2)　賞与引当金

　 上しております。

　(3)　退職給付引当金

ります。

ます。

　(4)　役員退職慰労引当金

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　(1)　ヘッジ会計の処理 原則として、繰延ヘッジ処理によっております。

　(2)　消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

規程に基づく期末要支給額を計上しております。

従業員の賞与支払に備えるため、支払見込額に基づき計

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上してお

なお、退職給付債務の算定方法は、簡便方法によっており

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ



（貸借対照表に関する注記）

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産 　

　預金 　 千円

　建物 　 千円

　構築物 　 千円

　土地 　 千円

　 　合計 　 千円

(2) 担保に係る債務 　

　株式会社光商の借入金2,348,000千円について、債務保証を行っております。

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　短期金銭債権 　 千円

　長期金銭債権 　 千円

　短期金銭債務 　 千円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 千円

（税効果会計に関する注記）

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産 　

　　賞与引当金 　 千円

　　未払事業所税 　 千円

　　未払事業税 　 千円

　　役員退職慰労引当金 　 千円

　　減損損失 　 千円

　　投資有価証券評価損 　 千円

　　貸倒引当金 　 千円

　　資産除去債務 　 千円

　 　　繰延税金資産合計 　 千円

　 　 　

　繰延税金負債 　

　　前払年金費用 　 千円

　　資産除去債務 　 千円

　　その他有価証券評価差額金 千円

　　繰延ヘッジ損益 　 千円

　 　　繰延税金負債合計 　 千円

　 　　繰延税金資産の純額 　 千円

5,666

2,999

73,138

95,150

△ 2,198

52,116

1,626

51,076

6,248

288,021

279,393

△ 1,353

△ 2,495

△ 8,627

△ 2,581

17,554,889

131,354

161,392

500,000

1,815,678

316,014

16,240

158,014

2,647,933



（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社及び法人主要株主等

　

    

 の所有 　

 又は職業  （被所有） 期末残高

　  割合 　 　 　

　 　  

東京都 賃貸不動産の

荒川区 一部賃貸借、

債務保証

 役員の兼任

　

　

（注）　取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

不動産の賃貸借は、近隣の取引実勢に基づいております。

2. 子会社及び関連会社等

　

    

 の所有 　

 又は職業  （被所有） 期末残高

　  割合 　 　 　

　 　  

　

㈱青森

光商事

他11社 他

 ～

　ます。

　

　

（注）1

　 　 2　取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。関連会社等には非連結子会社1社が含まれております。

 又は

 又は

取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。

取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。

種類 所在地

　　　
～ 卸売業

30,000 30.0%

八戸市 直接

　

1,738,180

事業の内容

10,000 家　具青森県

19,200 家　具

卸売業

会社等

の名称

㈱光商

資本金

出資金

親会社 不動産

賃貸業

54.9%

21.6%

備を賃貸しており

13,420

68.8%

当社商品の販売

代理店であります。

当社商品の販売

代理店であります。

不動産の賃貸

借入債務の保証 2,348,000

直接

（所有）

（被所有）

直接

議決権等

関連当事者との

関係

　　　(単位：千円）

取引の内容 取引金額 科目

　　　(単位：千円）

議決権等

会社等 資本金 事業の内容 関連当事者との

前受収益 159,736

－ －

10,000

種類 の名称 所在地 関係 取引の内容

6,877

売掛金 31,830

家具の販売
会社等

関　 連 ㈱東京

光商事

東京都

足立区

科目

出資金 　　　

（所有）

取引金額

297,231

受取手形

前受収益

2社については設

受取手形

家具の販売

1,210不動産の賃貸

1,264,963

14,592

売掛金 102,557

その他 131,354



取引条件及び取引条件の決定方針等

㈱東京光商事他12社について

1.

2.

3.

3. 役員及び個人主要株主等

　

    

 の所有 　

 又は職業  （被所有） 期末残高

　  割合 　 　 　

　 　  

東京都 賃貸不動産の

荒川区 一部賃貸借、

債務保証

役員の兼任

　

　

　 　

　

 　

　

　

（注）1

　 　 2　取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。当社の役員である安岡定二が議決権の100％を直接保有しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

不動産の賃貸借は、近隣の取引実勢に基づいております。

取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には、消費税等が含まれております。

賃貸業

当 社 商 品 の 販 売 に つ い て は 、 販 売 代 理 店 契 約 を 締 結 し 、 価 格 は 販 売 価 格 協 定 書

不動産の賃貸は、近隣の取引実勢に基づき、3年毎の契約により金額を決定しております。

　 　

　

科目

出資金 　　　

㈱光商 10,000 不動産 （被所有）

の名称

関 連 会 社 へ の そ の 他 債 権 に 対 し 、 合 計 131,354 千 円 の 貸 倒 引 当 金 を 計 上 し て お り

に 基 づ き 、 他 の 取 引 先 に 比 し て 価 格 的 に 優 遇 し て お り ま す 。

な お 、 支 払 条 件 に つ い て は 、 変 え て お り ま せ ん 。

ます。また、当事業年度において、 23,382千円の貸倒引当金戻入額を計 上し ておりま す。

 又は種類 取引金額

　　　(単位：千円）

議決権等

会社等 資本金 事業の内容 関連当事者との

所在地 関係 取引の内容

2,348,000 － －

直接

68.8%

1,738,180 前受収益 159,736

む。)

不動産の賃貸

借入債務の保証

が議決

権の過

半数を

所有し

子会社

を含

ている

会社等

(当該会

社等の

近親者

びその

役員及



（１株当たり情報に関する注記）

1. 1株当たり純資産額 　 　 　

2. 1株当たり当期純利益 　 　

　(注)

（重要な後発事象に関する注記）

　　 　 該当事項はありません。  　 　

（当期純利益金額）  

　　 　 2,182,600千円  　 　

 

2019年５月17日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

1,467,510,944円91銭

68,206,261円53銭

す。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及

び１株当たり当期純利益を算定しております。


